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　さいきん、「経営参加」に関して、たんにわが国のみならず、世界的な規模で活発な論議が行なわ
れている。大同につき小異をすててみれば、これらの論議は、つぎの二つの、あい異なる見解に整理
されることができる。
　その一つは、企業ないしは職場レベルの労働者組織や労資関係についての実証的研究や国際比較研
究をつうじてなされている見解である。たとえば、イギリスの「労働組合と雇用者団体に関する王立
委員会」（Royal　Commission　on　Trade　Unions　and　Employers’Associations。1965－’68）に提出
された調査研究や証言のいくつかのなかで、職場レベルの団体交渉の展開にともなって、労使協議制
が衰退してきているという事実が指摘されている。同様に、フランス、ドイツ、ユーゴスラヴィア、ポ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　サーランドなどの四力国の職場レベルの労働者組織についてのシュトウルムタール（ASturmthal）に
よる比較研究のなかでも、団体交渉の発展につれて長期的には、「団体交渉と経営参加との間の相違
ということは、次第に重要ではなくならていく」という展望がなされている。またILOの社会制度
開発局長ジャン・ドウ・ジヴリー（Jean　De　Givery）によって、「職場ないし企業レベルでの団体交
渉について長い経験をもついくつかの国一カナダや米国のような一では、技術変化にともなって
交渉の範囲が拡大してきている。かつては、経営者の専権事項とみられてきたようなさまざまな事柄
も、今では団体交渉にふさわしい事項だと考えられていたり、あるいはそのようなものとみなされは
じめている」と、指摘されている。　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　・
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　ここに示されている見解は、職場レベルの労資関係で、団体交渉が行なわれ、あるいは、団体交渉
の付議事項が拡大されるようになると、労使協議制を、団体交渉と区別して確立することが不可能で
あるということ、そしてそのことが現実に進行しているということを明らかにしている。もしこのよ
うなことが言い得るとすれば、このことは、企業別組合を中心とする企業別の団体交渉が支配的な、
わが国の労資関係での労使協議制＝「経営参加」の位置づけを考えるにあたっての一つの重要な示唆
を提供しているものであると言える。
　他の一つの見解は、以上のような調査にもとつく発言とはまったくうらはらに、「参加管理」を提
唱する、A・J・マロー、　D・G・バワp－．ズ、　S・E・シーショァ　（A．　J．　Marrow，　D．　G．　Bowers
＆S．E．　Seashore）らの見解や、「70年代の経営路線」ないしは、「70年代の労使関係の方向」とし
て、積極的に「経営参加」を主張する政策的提言とも考えられる見解である。それは、日本生産性本
部、日本経営者団体連盟や一部の労働組合にもみられる見解である。
　たとえば、日本生産性本部は、生産性年間推進本部との連名によるr生産性運動15周年宣言』（1970．
3．3）のなかで、「技術の革新と組織の巨大化は、人間疎外をひきおこす危険性を内包している。こ
の弊害を克服するためには、何よりも人間尊重の精神に基づき、参加の原則をすべての組織に適用し
なけれぽならない」と、「参加」の「理念」を強調し、「労使協議制常任委員会」を通じて、「労使関
係上の参加問題にとどまらず、組織と個人に関わる参加を広範に検討し」推進しようとしている。日
本経営者団体連盟は、r70年代に臨むわれわれの見解』　（1970．4．22）のなかで、「企業活動の根底を
なすものは、その企業における経営者をトップとする人間集団である」と「職場人間集団の重要性」
を強調するとともに、「いかにして労働を喜びとする意識を確立するか」ということば、「もっとも努
力を傾注せねばならない問題」であり、「労使が相互に社会連帯意識を強め、要すれば、労使協議制を
活用する等により、新たな建設的労使関係をつくり上げることこそ70年代における重要任務であると
考えられる⊥と述べている。あるいは、r日本経済の長期展望と経営者の基本課題』を主題にかかげ
て開催された、日経連の「経営」tiミナー」（1970．7。30～8．1）で、　rr経営参加』はr経営権参加』
や西独の共同決定法、その他北欧などの経営参加方式を連想させる恐れがあり、それとは理念がまっ
たく異質であるので、r経営参加』ではなくて、　r全員経営』の用語を広めることが望ましい」との意
見が出され、「経営参加等という半端な形でなく、r全員経営』とでも申すべき日本にもっとも適合し
た正しい経営理念と職場体制とを樹立すること」が提言されている。他方、労働運動の側についてみ
れば、「70年夜の新しい産業・経済のあり方を展望した産業政策を確立し」、「産業段階の労使協議制
の設置とその内容の充実」を促進することを打ち出している同盟（r産業政策第二次報告』ならびに
r70年度向盟運動方針』）をは’?ﾟとして、労働組合の一部から産業レベルの労使協議制の確立につ
いての政策的な提言が行なわれ、一部では産業別労使協議制の設置、ないしは設置への動向もみられ
るよ’うになっている。
　以上の、生産性本部、’一日経連や、労働組合の一部にみられる見解は、「経営参加」についての分析
的な発言というよりは、むしろ政策的な提言とも言われるべきものであって、なんらかの形で「経営
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参加」を確立することを志向している見解であるといえよう。もちろん、これらの見解のなかには、
ニュアンスの相違があることは、事実であるとしても、「管理社会から参加社会へ」の確立を意図し
ている点では、軌を一にしているといえよう。
　以上のように、「経営参加」をめぐって、あい異なる見解が提起され、あるいは、労資関係の第一
線に、重要な問題として再び登場してきている。ところで、あらためて、指摘するまでもなく、「経
営参加」は、制度としては、けっして新らしいものではない。それは、先進資本主義諸国では、19世
紀の中頃から、またわが国では今世紀の初頭より、なんらかの形で、すでに行なわれてきたものであ
る。しかし、これまでひとしく「経営参加」と称されてきた諸制度も、その実態は、それぞれの国に
より、またそれぞれの段階により異なり、その果す役割も、労働組合の組織原理や組合政策、労資関
係の状況などの差異により、かならずしも一義的であるとはいい得ない。
　これまでも内外の研究者によって、かなり多くの研究が発表されてきたし、「経営参加」問題の重
要性が認識されるにつれて、最近では、たとえば、エメリとソルスロッド（F．E．　Emery　and　E．
Thorsrud），　A・シュトウルムタール（A．　Sturmthal），　H・A・クレッグ（H．　A．　Cleg9）らの研究
にみられるように、「経営参加」に関する国際比較研究も行なわれるようになってきている。もちろ
ん、そこにはすぐれた貴重な研究もないことはないが、「経営参加」についてのこれまでの研究の多
くは、「経営参加」の諸制度やその運用上の実態についての単なる紹介の城をでないものや、「労使協
調」、「産業平和」を志向する、「経営参加」の政策的な提言を企図するものであることも事実である。
したがって、「経営参加」の本質をどのようにとらえ、それをどのように位置づけるかというような
点では、かならずしも明らかにされていないのが、「経営参加」研究の現状であるといっても過言で
はないように思われる。
　「経営参加」は、その歴史的な展開過程が明らかに示しているように、労資の対立に起因する問題
であり、労資の対立、妥協、抗争のなかで具体化され、展開されてきた問題であることは否定され得
ない事実である。こうした認識のうえにたって、「経営参加」の生成・展開過程とその現状を、労資
の階級対立を貫く法則についての分析を基礎として、資本蓄積、合理化、労働運動との関連で追求す
ることによって、「経営参加」の本質を明らかにするとともに、「経営参加」の政策的提言の依拠する、
「団体交渉と労使協議制の区分の論理」ならびに「二元的労使関係論」の「有効性」についての批判
的な検討を行なおうとするのが、本論文の課題である。
　以上の課題を果すために、まず第一に、欧米の「経営参加」の史的展開を、国際比較研究を念頭に
おきながら、労資の階級対立のなかであとづけ、「経営参加」研究の基礎的視角の理論化を試みた。
第二には、わが国の「経営参加」の歴史的な展開と現状とに焦点をあわせて、「経営参加」の基礎理
論を、より詳細に論証するとともに、「経営参加」の日本的特質を明らかにしようと試みた。
本論文は、
　第1章　　「経営参加」の課題と本質
　第2章　労使協議制の本質一「団体交渉と労使協議制の古典的区分」の検討を中心として一
3
　第3章　協調的工場委員会と自主的工場委員会一J・T・マーフィの見解を中心として一
　第4章工場委員会の生成と展開
　第5章　評議会と自主的工場委員会運動
　第6章産業合理化運動と工場委員会
　第7章戦後労使協議制の生成・確立とその特質
　附論「経営参加の新動向」の展開とその本質
　「労使協議」に関する邦文文献
というように、7つの章とひとつの附論、および文献目録とから構成されている。「経営参加」の本
質究明ならびに「経営参加」にかかわる政策的提言の批判的研究という、ここでの研究課題は、論文
全体にかかわる課題であることはいうまでもないが、以上のような論文構成をとることによって、主
として、第1章～第3章においては、欧米の「経営参加」についての史的研究との関連で、「経営参
加」の基礎理論を、第4章～附論においては、日本における「経営参加」の特質とその変遷、ならび
に「新動向」の実態を、明らかにしようとした。以下、論文構成の順序にしたがって、本論文の要点
を明らかにすることにしたい。
?
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　「経営参加」の起原は、1848年のフランクフルト・アム・マインの国民議会中の『営業条令』にお
ける工場委員会の提唱（ドイツ）、1885年に「カトリック的社会協同体の思想に基づいて」レオン・
アルメル（Leon　Harmel）によって設置された工場委員会（フランス）、1886年ジエイムス・シイ・
ベエイルス（James　C．　Bayles）による工場委員会の提唱（アメリカ）、1896年の鐘淵紡績株式会社
における職工懲罰委員会の設置（日本）などの事例にみられるように、19世紀の末葉にまでさかのぼ
ることができる。その後、「排他的経営権体制」をめぐって、一方におけるそれの規制・介入を意図
する労働運動と他方における「排他的経営権体制」の維持、強化を意図する資本との対立が深まりを
みせるようになって、「経営参加」制度が本格的に、労資の間で問題にされるようになってきた。こ
のようにして、しだいに深刻化する労資の対立・拮抗の具体的な展開にともなって、一方では、自主
的工場委員会運動や評議会運動が展開されるとともに、他方では、イギリスのホイットリー式工場委
員会、フランスのr工場委員会を設置する臨時政府令』（1945年）、r企業に被用者代表委員の身分を
定める法律』（1946年）、ドイツの「経営協議会法』（1920年）、「鉱業および製鉄・製鋼業の監査役会
および取締役会における被用者の共同決定に関する法律』（1951年）、r経営組織法』（1952年）などが
具体化されるようになった。
　資本主義に固有な労資関係を、「資本による労働の支配」という側面と「資本に対する労働の抗争」
という側面との統一においてとらえるべきであることを、歴史的かつ論理的に明らかにするととも
に、デイル（Ernest　Dale）およびドロテア・ド・シュワイニイツ（Dorothea　de　Schweinitz）の研
究ならびに「経営参加」制度の歴史的追求にあしがかりをもとめて、「経営参加」制度の形式的な類
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型として、通知説明方式、意見表明もしくは諮問方式、共同協議方式、共同決定方式を指摘したうえ
で、主として、イギリス、フランス、アメリカ、ドイツなどの先進資本主義の国々における「経営参
加」制度の生成、発展の歴史的な過程を、追求し、「経営参加」の本質を明らかにしようとした（第1
章）。
　「経営参加」の本質は、「産業における民主主義発展のための手段」という点にではなく、「労働組
合を企業ごとに分断し、独占資本の企業経営のなかに緊縛し、生産協同体たらしめ『資本による労働
の支配』を強化しようとする」独占資本の「管理の手投」たる点にみいだされ得る。ところで、「経
営参加」の問題を考えるにあたって、団体交渉との関係で、「経営参加」、とりわけ労使協議制を、労
資関係のなかにどのように位置づけるかという問題を避けてとおることができない。この点に関し
て、第1次世界大戦以後、「団体交渉と労使協議制との区分の論理」や「二元的労使関係論」が提唱
されてきた。「二元的労使関係論」によれば、労資関係が、「企業外労使関係」と「企業内労使関係」
とに区分され、前者において「労働組合と使用者」との間の、労働力の売買条件を中心とする「対立
関係」が、後者において「経営者と従業員」との間の経営・生産にかかわる「協力関係」が説かれて
いる。「団体交渉と労使協議制との区分の論理」によれば、労働力の売買条件にかかわるものとして
団体交渉が、経営・生産問題にかかわる「協力機関」として労使協議制が規定されている。これを要
するに、これらの二つの「論理」は、「企業外労使関係」→労働力の売買条件を中心とする「対立関
係」→団体交渉、「企業内労使関係」→経営・生産問題を中心とする「協力関係」→「労使協力機関」
としての労使協議制というように、団体交渉と労使協議制とを分断したうえで、労使協力機関として
の労使協議制の確立を「正当化」しようとする「論理」であるといえる。団体交渉が、産業ないしは
職業別に、地方レベル・全国レベルの労資関係で行なわれ、かつ「排他的経営権」体制が企業レベル
の労資関係で確立されているところでは、以上のような「論理」が、かりに「有効性」をもち得ると
しても、企業別労働組合を中軸に企業別の団体交渉が行なわれているわが国の労資関係や、あるい
は、イギリス機械工業の労働者組織についての実証的な研究を通じてマーシユとクッカー（A．1．
Marsh＆E・E・Cooker）によって指摘された、職場レベルの団体交渉（workplace，　or　plant－level
bargaining）の発展一労使協議制の衰退というような傾向が顕著に展開されている、最近の西欧の労
資関係、さらには、パターン交渉として人事事項、経営・生産事項にまで団体交渉がおよんでいる、
アメリカの寡占産業の労資関係においては、「団体交渉と労使協議制との区分の論理」は、分析上の
「有効性」をもち得なくなっている。それでは、一体、「団体交渉と労使協議制との区分の論理」に
立脚して、団体交渉と労使協議制とを区別したうえで、労使協議制を確立しようとすることは、何を
意味し、どのようなことを意図しているのであろうか。イギリスの労資関係の展開についての分析を
あしがかりとして、「経営参加」の本質を明らかにしようとしたのが、第2章である。
　職場レベルの団体交渉の進出→「団体交渉と労使協議制との区分の論理」の崩壊という事実の基礎
に、第二次大戦後のショップ・スチュアードの発展がある。ところで、ショップ・スチュアードそれ
自体は、けっして新しいものではなく、イギリス労働運動とともに古いものとされている。もちろん、
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t最近のショップ・スチュアードの急速な発展のもつ意味は、かつてのそれとは異ることはいうまでも
ないが、それはショップ・スチュアードの、過去の教訓と伝統とからまったく無関係なものではな
い。とりわけ、基本的には、「戦争協力．lf労使協調」の既成の労働組合組織との対抗一産業別組合の
形成と職場における「排他的経営権体制」への挑戦とを志向して、ショップ・スチュアードが提起し
た、第1次世界大戦を中心とする時期の、「自主的工場委員会」の運動、ならびに、職場を「資本の
論理」のもとにくみいれようとするホイットリ式工場委員会一「協調的工場委員会」の提案は、今の
時点におけるショップ・スチュアードの急速な展開、「自主的工場委員会」と「協調的工場委員会」
との対立のもつ意味を解明するにあたって、歴史的なあしがかりを提供してくれているものである。
第一次世界大戦を中心とする時期における「イギリスのショップ・スチュアードのもっとも有名な指
導者」であった、J・T・マーフィ（J．　T．　Murphy）の、「自主的工場委員」ならびに「協調的工場委
員会」についての見解は、きわめて高く評価されなけれぽならない。「経営参加」やショップ・スチュ
アードの研究にあたって、イギリスの研究者によって高く評価され、かつイギリスにおいてすら現在
入手困難とされている、マーフィのr労働者委員会』（1917年）、r妥協か自主か？』（1918年）を中心
として、ショップ・スチュアードによる「自主的工場委員」と「協調的工場委員会」とについて検討
し、そうすることによって、「自主的工場委員会」との対比で、「協調的工場委員会」一労使協議制の
本質を明らかにしようと試みた（第3章）。
?
o
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　欧米における「経営参加」の史的展開とその現状についての以上の研究を通じて、歴史的かつ論理
的に検証された、「経営参加」分析のための「基礎理論」をふまえて、日本における「経営参加」の
特質とその変遷ならびに「その新動向」について、歴史的、理論的に究明しようとするのが、本研究
の第4章以下の課題である。
　わが国の「経営参加」制度の起原は、欧米と同じように、19世紀の末にまでさかのぼることができ
るが、とりわけ積極的に、労資の間でとりあげられるようになったのは、第一次大戦後のことであっ
た。すなわち、第一次大戦後の労資の対立が激化するなかで、内務省の丁労働委員会法案』（1919年）、
東京府工場懇談会のr工場協議員会準則』（1920年）、大阪工業会の「工場委員会要項』（1921年）、協
調会のr労働委員会法制定二関スル建議』（1921年）などがあいついで発表され、「労資協調」、「産業
平和」を目的とする意思疎通機関としての、「上から」の、「協調的」な工場委員会が、温情主義的労
務管理の一環として、かなりの企業において設置されるようになった。他方では、第一次大戦後の反
動恐慌のもとで、資本攻勢にさらされた労働組合によって、団体交渉権の獲得という要求と結びつけ
られた「下から」の、「自主的」な工場委員会運動が、労働組合運動の一環として進められるように
なった。まさに、労働組合・団体交渉の承認を前提とする自主的工場委員会と労働争議の防止および
労働組合の締出しを意図する協調的工場委員会との対立が、くりひろげられたのである。しかしなが
ら、労働運動が全体として守勢に追いこめられる過程で、「労資間における組織ある緩衡地帯」とし
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ての工場委員会が貫徹されてゆくとともに、労働者側委員の自発的辞任という措置などを通じての
「工場委員会返上運動」が労働組合内部からおこり、自主的工場委員会運動は、労働運動の第一線か
ら後退していった（第4章）。
　以上のような自主的工場委員会運動を、あらためて本格的に展開しようとしたのが、日本労働組合
評議会であり、日本労働組合全国協議会であった。第5章において、日本労働組合評議会の結成（1925
年5月）から解散（1928年4月）にいたるまでの全活動に焦点をあわせ、未発掘の資料を蒐集しなが
ら、’自主的工場委員会運動の生成、転換の過程を検証しようと試みた。ところで、1920年代末期の金
解禁・大恐慌とその克服のための「産業合理化運動」の強化にともなって、労働組合運動が活発に展
開されるようになり、ふたたび、「上から」の「協調的」な工場委員会の法制化の動きが登場してく
るようになった。すなわち、「労資相互間ノ理解ト協調二依リ産業ノ平和ヲ保持」することが「刻下、
急務ナリ」として、立憲政友会と憲政一新会との「政策協定」によって、r産業委員会法案』が、第
56帝国議会に提出されたのであった。他方では、評議会の解散後の左翼労働組合として結成された、
日本労働組合全国協議会によって、自主的工場委員会、工場代表者会議、協調的工場委員の自主化運
動が展開された。そこで、第6章では、第56帝国議会産業委員会法案委員会の審議過程と全協の活動
に焦点をあわせて．「産業合理化運動」の強行過程のもとでの、工場委員会の展開・没落過程を明ら
かにしようと試みた。
　ところで、第二次大戦後の労働運動の発展にともなって、「経営参加」制度が急速に展開されるに
いたったのであるが、戦後日本の「経営参加」制度の変遷過程を、（1）生産管理闘争と経営協議会の時
期’（1945～47年）、（2｝経営協議会の「三分化」＝労使協議制の原基形態の生成の時期（1948－1954年）
（3）生産委員会としての労使協議制の時期（1955年以降）というように、三つの時期に区分し、この時
期区分にしたがって、戦後の資本蓄積、合理化とそれに対抗する労働運動との関連で追求するととも
に、労使協議制の現状を明らかとしよう9としたのが、第七章である。戦後日本の「経営参加」制度
は、生産管理闘争や経営民主化闘争と結びあって、きわめて広範な同意条項をもつ経営協議会として
出発したのであったが、ドッジ・ライン以降の集中的な「合理化」攻撃のもとで、これまでの戦後型
経営協議会が、団体交渉、苦情処理機関、生産委員会へと「三分化」せしめられる方向に再編され．
労使協議制の生産性本部方式一生産委員会としての労使協議制の原基形態がうちだされるにいたる。
その後、「生産性向上運動」の展開とともに、生産性本部の提唱と指導とによって、「経営参加」制度
が、しだいに、「意思疎通の場」、「労使協力の場」に転落し、さらにそれと結びあって、一方におけ
る団体交渉ないし協議決定事項の制限と、他方における、諮問、報告、説明、伝達事項の拡大がもた
らされ、労働組合の企業主義化の傾向が強められてきた。
　以上のような、「経営参加」制度の、「労使協力機関」への落脱をさらに促進し、「労使協力機関」と
しての労使協議制の「主導的」な労資関係を、企業レベルで確立するとともに、行動科学の研究成果
に依拠して「従業員経営参加」制度を職場レベルの労資関係に導入し、さらには、産業別労使協議制
と労働組合の右翼的再編成とを結合しようとする動きが、とりわけ最近顕著になってきている。そこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一7　－一
に、「経営参加の新動向」という名称のもとに促進されている多様な動きの、主要な形態を見い出し
得る。附論において、以上のような「経営参加の新動向」を分析し、その本質をつぎのように規定し
た。「労使協議制の主導的な労使関係の確立」の名のもとに、団体交渉から分断された労使協議制を
強化することによって、一方では団体交渉機能を縮小させ、「排他的経営権」体制を強化させるとと
もに、他方では労使協議制の場での意思疎通を通じて、「合理化」に反対する労働組合を排除し、「合
理化」に「協力」する労働組合一企業主義的労働組合を育成し、さらには、職場レベルでは、「従業
員経営参加」の導入によって、職場のすみずみのひとりひとりの労働者にいたるまで、「職場集団へ
の参加」、「企業体縁」への埋没を通じて、偽似的「参加意識」にかられた、資本に「協力」する労働
者にしたて、産業レベルでは、産業別労使協議制と労働組合の右翼的再編成との結合を通じて、産業
別統一闘争の阻止、産業ごとのワンセット支配の体制を強化しようとしていると。「経営参加の新動
向」の日本的特質は、以上のように、戦時中の国家総動員法体制を支えた産業報国会の「現代的復活」
に連なるきわめて危険な方向に求められるといえよう。
，
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　以上の要約にみられるように、本研究を通じて、資本主義の国々における労資の対立の展開のなか
で「経営参加」制度を位置づけるという基礎的視角から、「経営参加」の分析のための基礎理論の展
開を試み、さらに日本における「経営参加」制度の史的展開に焦点をあわせて、「経営参加」の基礎
理論を詳細に論証するとともに、日本の「経営参加」制度の特質を「自主的工場委員会」と「協調的
工場委員会」との両側面から検討し、「経営参加の新動向」の実態を明らかにしようと努めてきた。
はたして、所期の意図が、正しくかつ効果的に果されたかどうかということについて、若干の危惧も
ないではないが、「経営参加制度研究」になにほどかの寄与するところがあれぽ、望外の幸せである。
説き足り得なかった点については、今後の硯究にまたなければならないのが、唯一の心残りである。
審　査　報　告　の　要　旨
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（主査）山口和雄
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（副査）松岡三郎
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（副査）高橋　洗
　本論文は、経営参加の歴史的展開過程とその現状を、労資の階級対立を貫く法則についての分析を
基礎として、資本蓄積、合理化、労働運動との関連で追求することによって、その本質を明らかにし
ようとしたもので、次の七つの章と一つの附論、および文献目録から成っている。
　第1章　「経営参加」の課題と本質
　第2章労使協議制の本質
　　　　　一「団体交渉と労使協議制の古典的区分」の検討を中心として一
　第3章協調的工場委員会と自主的工場委員会
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　　　　　一J・T・マーフィの見解を中心として一
　第4章　工場委員会の生成と展開・
　第5章評議会と自主的工場委員会運動
　第6章産業合理化運動と工場委員会
　第7章戦後労使協議制の生成・確立とその特質
　附　論　　「経営参加の新動向」の展開とその本質
　　「労使協議」に関する邦文文献
　第1章においては、イギリス・フランス・アメリカ・ドイツなどの先進資本主義諸国における経営
参加制度の生成、発展の過程を追求し、その結果、「経営参加」の本質は、産業における民主主義発
展のための手段という点にではなく、労働組合を企業ごとに分断して企業経営のなかに緊縛し、資本
による労働の支配を強化しようとする管理の手段たる点に見出されるとする。第2章においては、労
使協議制に関し第一次大戦以後畢唱された「団体交渉と労使協議制との区分の論理」や「二元的労使
関係論」を検討し、これら二つの「論」が、結局、団体交渉と労使協議制とを分断した上で、労使協
力機関としての労使協議制の確立を正当化しようとする「論理」であることを指摘する。つづく第3
章では、イギリスのJ・T・マーフィ（J．T．　Murphy）の、自主的工場委員会ならびに協調的工場委員
会についての見解を検討し、そうすることによって、労使協議制の本質を明らかにしようとする。
　第4章以下においては、以上の欧米における経営参加制度の分析によって得られた基礎的理解をも
とにして、日本における「経営参加」の変遷と特質についての究明がなされる。まず第4章では、第
一次大戦後、一方で上からの協調的な工場委員会が温情主義的労務管理の一環として設置され、他方
で団体交渉権の獲得という要求に結びついた下からの自主的な工場委員会運動が労働組合運動の一環
として進められるにいたった過程が究明される。そして、労働運動が守勢に追いこまれる過程で、
「労資間における組織ある緩衝地帯」としての工場委員会が実現する事情、および労働組合内部から
工場委員会返上運動がおこり、自主的工場委員会運動が労働運動の第一線から後退する事情が明らか
にされている。
　第5章では、大正14年（1925）5月の日本労働組合評議会の結成から、昭和3年（1928）4月その
解散にいたるまでの活動に焦点をあわせ、その間における自主的工場委員会運動の生成・転換の過程
が未発掘の資料にもとついて検証され、第6章では昭和5年（1930）の金輸出解禁・恐慌とその克服
のための産業合理化運動の強化のもとにあって、国会に産業委員会法案が提出される事情、ならびに
日本労働組合全国協議会によって協調的工場委員会の自主化運動が展開される過程が明らかにされ
る。
　第7章では、戦後日本の経営参加制度がとりあげられ、それがまず生産管理闘争や経営民主化闘争
と結びあって、広汎な同意条項をもつ経営協議会として出発したこと、昭和24年（1949）ドッジ・ラ
イン以降の集中的な合理化攻勢のもとで、これまでの戦後型経営協議会が団体交渉機関、苦情処理機
関、生産委員会へと三分化する方向で再編成されるにいたったこと、さらに昭和30年（1955）ごろか
9
らは、生産性本部の提唱と指導によって経営参加制度がしだいに「意思疎通の場」、「労使協力の場」
に転じ、それとともに労働組合の企業主義化の傾向が強められるにいたったこと、などが明らかにさ
れる。そして最後の附論では、経営参加の新動向として、経営参加制度の労使協力機関への脱落、労
使協力機関としての労使協議制の企業レベルでの確立、いわゆる「従業員経営参加制度」の導入、な
どの動きが顕著となってきたことが指摘されている。
　以上が本論文の内容の大要である。これによってもわかるように、本論文は、「降営参加」の問題
を、「資本による労働の支配」と「資本に対する労働の抗争」との統一において把握するという観点
から、批判的体系的に研究したものである。これまでも経営参加制度に関する研究はかなりの数にの
ぼっているが、しかし、その多くは、欧米諸国の制度やその運用についての実態を紹介したものか、
あるいは経営参加制度を「労使協調」「産業平和」「生産性向上」などの理念の体現物としてとらえよ
うとしたものであるといってよい。そのなかにあって、本論文は数少ない批判的実証的研究である。
しかもそれは、欧米における「経営参加」の変遷の分析を通じて得られた基礎的理解をふんまえて、
日本の「経営参加」の展開と特質についての究明を行なった体系的研究でもある。ことに、日本につ
いての分析は詳細で、従来使われていなかった新資料をも駆使しながら、各時代における「経営参加」
の展開過程とその特質を実証的に明らかにするとともに、最近の動向として経営参加制度の労使協力
機関化への傾向の顕著なことをも指摘している。
　このように、本論文は、日本を中心とした経営参加制度についての数少ない、批判的、実証的、体
系的な研究である。もちろん、本論文にも多少とも問題とすべき点がないわけではない。たとえば、
ドイツ・フランス・イギリス・アメリカの「経営参加」をめぐる問題の国際比較がかなり割りきった
形で展開されているため、必ずしも各国独自の問題についての解明が説得的になされていないし、日
本の場合は、独占資本の日本的特質が「経営参加」の問題にどのような関連をもったか、また日本の
官僚制度とその勢力が立法過程等を通じて経営参加制度にどんな影響を与えたか、等についても分析
を加えて欲しかった。このような点もあるが、それらはいわば望蜀の注文ともいうべきもので、本論
文がこの方面の従来の研究水準を一段とひきあげた、独自性のある労作である点についてはかわりな
い。
　以上の点からみて、本論文は経営学博士の学位を与えるに十分な内容をもつものと認定する。
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